（連合）政策ニュースレター第427号

障害者差別解消法に基づく基本方針の策定に向けて議論開始

第８回障害者政策委員会報告

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、以下の通りお知らせいたします。

　障害者政策委員会の第８回会合が2013年11月11日、中央合同庁舎内会議室で開催され、６月19日に成立した障害者差別解消法に基づく基本方針の構成や策定に向けたヒアリング項目、同法施行に向けたスケジュール等について議論が行われた。

１．障害者差別解消法の説明

　事務局より障害者差別解消法、また、障害者基本法に基づき2013年９月に策定された第３次障害者基本計画の概要、ならびに障害者権利条約批准に向けた政府の動向について説明され、議論が行われた。主な内容は以下のとおり。

（委員）障害者権利条約について、批准と締結の違いは何か。

（外務省）締結は一般的に批准発効を含めた一連の手続き。国会採決後、内閣で批准書を作成し、国連に寄託して締結となり、その国を締約国と呼ぶ。

（委員）議定書の話が出ていないが。

（外務省）議定書は個人通報制度を規定するもの。司法制度や立法政策の関連での問題の有無など課題があるため、各方面と慎重に検討したい。

２．障害者差別解消法基本方針に係るヒアリングについて

　事務局より基本方針の構成（イメージ案）やヒアリング項目（案）、障害者差別解消法施行に向けたスケジュール（想定）等が示され、議論が行われた。主な内容は以下のとおり。

（委員）障害者差別解消法第５条の環境整備について、地方公共団体による上乗せ・横出しをどう議論していくのか。また、同法第13条では雇用分野は障害者雇用促進法で定めるとされていて、厚生労働省で議論が進められているが、それと基本方針との関係性が見えない。

（内閣府）第５条の解説を基本方針に書く方法もあるし、条文そのものを活かして整備させる方法もある。

（厚生労働省）「改正障害者雇用促進法に基づく差別禁止・合理的配慮の提供の指針の在り方に関する研究会」で議論を進めている。

（委員）障害者差別解消支援地域協議会のモデル事業検討会の、構成と進め方を聞きたい。また、基本方針案とりまとめは2014年度上半期目途とのことだが、啓発等の時間確保のため、早期にとりまとめるべき。

（内閣府）地域協議会の検討会の人選は進めている。なお、基本方針案はなるべく短期間にとりまとめたいが、ヒアリングをじっくり行いたい。

（委員）基本方針、各府省の対応要領、主務大臣の対応指針は同時併行的に本委員会で議論できるようにしてほしい。

（石川委員長）委員長の立場からもお願いしたい。

（委員）基本方針案は本来2013年度内に閣議決定すべきだった。なお、ヒアリングを踏まえた課題の整理を、2014年春を目途に行うとのことだが、意見書をとりまとめるのか。差別禁止部会の意見はどう取り扱うのか。

（内閣府）ヒアリングについては次回委員会までに各委員に項目を送り、当日発表していただく。なお、差別禁止部会の意見は当然踏まえる。

（委員）地方公共団体は努力義務ではあるものの、国の基本方針を踏まえて対応要領をつくることになるので、早めに策定してほしい。

（委員）差別的取扱いの禁止と合理的配慮の不提供の禁止は障害者雇用促進法では国・地方公共団体・民間事業者に義務付けられているため、施行後３年を待たずして障害者差別解消法を見直すべき。

（委員）ヒアリングの対象団体はどこか。

（内閣府）提案があればお願いしたい。本委員会に入っていない団体も対象。

（委員）基本方針では雇用分野について何を規定するのか。

（内閣府）医療・雇用等のさまざまな分野に共通の事項のみを記す。

（委員）厚生労働省の研究会で雇用分野の議論が先行しているのはおかしい。

（厚生労働省）雇用分野の対応指針は厚生労働大臣が作成する。ただ、本委員会の意見は聞くし、周知は基本方針と同じタイミングになる。

（委員）地域協議会は必置ではないとのことだが、予算は確保しているのか。

（内閣府）地域協議会は個別の相談を受けるというより、案件を解決するための役割を整理して各機関につなぐ調整する機能。予算は地方への配分のためではなく、検討会をつくりノウハウをマニュアル化する分である。

（花井委員）難しい紛争の解決にあたる地域協議会の役割は重要だが、必ずしも条例設置でなくてもよいとしている理由は何か。また、地方公共団体となっているが、これは都道府県か、市町村か。

（内閣府）表現は地方公共団体で統一したい。地域協議会は当面都道府県で１箇所ずつだが、必要であれば市町村単位での設置もあり得る。なお、逆に条例設置が必要という根拠がないため、法に基づくという解釈である。

　次回は2013年12月13日に開催し、事前に事務局から送付されるヒアリング項目に対して各委員が提出した意見をもとに議論を行う。

以上

